
市町村民税課税層における食費・居住費の特例減額措置について 
 

世帯（世帯分離している配偶者を含む）に市町村民税課税者がいる方は、介護保険負担限度額の認定

要件に該当しないため、介護保険施設等の食費や居住費の軽減（特定入所者介護（予防）サービス費）

を受けることができません。 

しかし、高齢夫婦等の世帯で、世帯員が施設に入所し、食費・居住費を負担した結果、他の世帯員が

生活困難となる場合には、特例減額措置として食費と居住費の負担が軽減されます。 

 

☆特例減額措置は、介護保険施設に入所している方のみ対象となり、短期入所（ショートステイ）の

利用には適用されません。 

 

認定の要件 

※居住の用に供する家屋とは、その世帯員の方が「真に居住の意思をもって客観的にもある程度の期間継続

して生活の拠点として利用している状態の家屋」のことをいいます。 

 

 

 

 

 



特例減額措置の内容 

食費もしくは居住費またはその両方について、対象者の要件に該当しなくなるまで、利用者負担第３段

階②の負担限度額を適用する取扱いとします。 

☆本人及び配偶者等が介護保険施設に入所している場合については、本人及び配偶者等の食費もしくは

居住費またはその両方について、対象者の要件に該当しなくなる最も低い額に係る利用者負担第３段

階②の負担限度額を適用する取扱いとします。 

申請方法 

市介護保険課に次の書類を提出してください。 

1.介護保険負担限度額認定申請書 

2.特定入所者介護サービス費における課税層に対する特例減額措置に係る軽減申請に係る申告書 

3.所得証明書、源泉徴収票、年金支払通知書、確定申告書の写しその他収入を証する書類 

4.預貯金等が確認できる通帳等（世帯全員分）の写し 

5.不動産その他の資産を有している場合、それを証する書類 

6.利用者負担額等（施設利用料、食費、居住費）が確認できる施設の契約書等の写し 

☆1,2 は市役所窓口でお渡しいたします。申請時にご記入いただくこともできます。 

☆その他、収入を証明する書類が必要な場合があります。  

その他 

○介護保険課で審査した後、対象となる方には「負担限度額認定証」を交付します。認定証は利用する

施設に提示してください。 

○認定証の有効期間は、申請日の属する月の初日から翌年度の７月３１日まで（４月～７月の申請の場

合にはその年度の７月３１日まで）です。 

○対象になると思われる方は介護保険課給付係までお問合せください。
 

◎預貯金等について                               

預貯金等の資産に含まれるもの（資産性 

があり、換金性が高く価格評価が容易なもの） 
確認方法 

預貯金（普通・定期） 通帳の写し（直近 2か月の残高がわかるもの） 

有価証券（株式・国債・地方債・社債など） 証券会社や銀行の口座残高の写し 

金・銀（積立購入を含む）など購入先の口座残

高で時価評価額が容易に把握できる貴金属 
購入先の口座残高の写し 

投資信託 銀行、信託銀行、証券会社等の口座残高の写し 

タンス預金（現金） 自己申告 

 

●１日あたりの負担限度額                            （単位：円） 

利用者負担段階 
居住（滞在費）等 

食費 ユニット 

型個室 

ユニット 

型準個室 

従来型 

個室※1 
多床室※1 

第３段階② 

世帯全員が市民税非課税

で、本人の合計所得金額＋

課税年金収入額＋非課税

（遺族・障害）年金収入額

が８０万円超の者 

1,370 1,370 
1,370  

(880) 
430 1,360 

基準費用額  
第４段階の人 

（負担限度額非該当） 
2,066 1,728 

1,728  

(1,231) 

437 

(915) 
1,445 

※1従来型個室・多床室については、特別養護老人ホーム等を利用した場合は（ ）内の金額です。 

 

 

【事務担当】大和市介護保険課 給付係 TEL ０４６（２６０）５１６８ 


